
報告　別紙

項目
番号 基本的施策項目 必要とする技術

研究開発すべき基礎技術
（緑字は長期指向）

重点研究項目
（赤字：最重点）

研究推進体制 社会的貢献 根拠
技術が無い時の問題

点
外国技術に頼る時の

問題点

1
クリエイティブ人材

の養成

・メディアコンテンツ技術
・映像制作支援技術

・感動に関する認知心理学解析
・自然色再現、自然な動き再現
・実写・CGの自然合成
・制作支援アルゴリズム

・ＢＣＩ（人間系の研究）
・制作支援ツール

・文理融合体制（工学・理学・
生理学・精神学の融合体制）
・ＮＰＯによるシステム運用

・教育効果の向上
・次世代人材の養成

・2010年には１億人総クリエー
タ化
・2010年サービスコンテンツ市
場は24兆円

・クリエイティブ人材のの数で
世界に負けるため知的財産に
よる富国ができない

・日本文化と継承するクリエー
タが育たない

2
感動と理解のための
夢のシステム実現

・立体映像・超臨場感コンテン
ツ作成技術
・超臨場感コミュニケーション技
術
・五感コンテンツ作成技術
・複合現実感実現技術

・五感CGデザイン技術
・空間情報センシング技術
・空間情報レジストレーレーション技
術
・眼球・脳の生体評価用超並列光
学技術
・超空間撮像・投影技術

・認知・感動に関わる脳機能解
析
・５０～１００億画素を持つ超並
列撮像・表示素子
・五感情報デザイン
・情報空間構築に関わる技術

・文理融合体制（工学・理学・
生理学・精神学の融合体制）

・人類の夢の実現
・ウェアラブルＴＶ文化の構築
・感動の助長
・文化的豊かさの象徴

・DARPAでは3000億円/年をＰ
ＵＩに投入
・薄型テレビ（２００５年度で約
８．６兆円の市場）

・産業立国ができず、必要な対
価を外国に払うことになる

・日本の家電メーカーが存在し
えなくなる

3
多国間スーパ
コミュニケーション

の実現

・自然言語コミュニケーション
・超臨場感コミュニケーション
・ノンバーバルコミュニケーショ
ン

・立体映像制作技術
・大規模言語知識資源構築技術
・コンテキストに基づく意図・感情認
識技術（2015年に80%へ）

・コンテキストに基づく意図・感
情認識技術（2015年に80%へ）

・文理融合体制（工学・理学・
生理学・精神学の融合体制）
・ソフトウェア技術との連携

・世界平和への貢献
・日本文化の世界貢献助長
・国際化コミュニティの形成
・世界的規模でのフィードバッ
クループの形成

・日本の外国人旅行者受け入
れ500万人で他国の1/10に過
ぎない（フランス7505万人、ス
ペイン5183万人、アメリカ4121
万人、イタリア3960万人、中国
3297万人、イギリス2472万人
など）

・日本の国際協調での役割は
経費負担にとどまり、経済規模
に見合う国際協調・国際協業
が実現できない。

欧米諸国では、中国語との翻
訳技術には力を入れているも
のの、日本語との翻訳技術の
開発には注力していない。アジ
ア圏の他の国に欧米諸国との
翻訳技術に先を越されると、ア
ジアでの経済の中心を、アジア
の他の国に持っていかれる。

4
新文化の構築

異文化交流の促進

・文化翻訳支援技術
・リアルバーチャル錯覚防止
・アセスメントの完全なコンテン
ツ制作技術

・コンテンツアセスメント技術 ・文化認知、不快感認知 ・文理融合体制（工学・理学・
生理学・精神学の融合体制）

・新傾向文化･芸術の創出
・異文化交流支援
・日本文化を守りかつその孤立
化からも守る
・日本文化の発信助長
・ＷＥＢ文化を活性化

・ソフトウェア市場は2005年に
8000億円
・SNS/Blog市場は2006年に
1377億円
・デジタルコンテンツ関連市場
は2006年71兆円

・日本文化は世界の理解を失
い、文化的貢献ができなくなる

・日本文化の特有性が失われ
る

5

パワービジュアライ
ゼーション
（可視化と

超シミュレーション）

・スーパーハイビジョン
・ウェアラブルディスプレー
・超センシング技術
・センサーネット

・３２００万画素表示素子
・６４dpi素子
・現在の５０倍高感度撮像素子
・フレキシブルディスプレー
・IPTなどの高精細高精度VR技術
・映像自動制作支援技術（制作知
識ノレッジベースを含む）
・脳の活性化部位測定技術

・ＢＣＩ（人間系の研究）
・ソフトウェア技術
・映像自動制作支援システム
（制作知識ノレッジベースを含
む）
・ＣＧを駆使する可視化技術
・様々な性能を持つ撮像装置
・様々な特性を持つ表示装置

・可視化支援技術
・システムオンチップ技術
・ソフトウェア技術との連携

・産業活動・研究開発・教育活
動のすべてにおいて効果向
上、その結果、外国との研究・
生産競争を優位化
・世界への発信の助長、個人
情報発信の助長（高齢化社会
への貢献）
・世界的規模でのフィードバッ
クループの形成
・現場での画期的進歩を促進
（ミスの減少）
・専門細分化への対処（結集
効果）を助長
・移動・製造に関わる省エネ実
現

・受像機市場は今後数年で百
兆円規模
・米NITRD2006年予算のうち
HCI&IMは第二位２２％
・DARPAでは3000億円/年をＰ
ＵＩに投入
・ビジネスにおけるメディアの
比重はますます高まる（B.ゲイ
ツ）
・リモートユーザ認証は2015年
に１００万人へ
・１年間充電なしの生体計測機
器は2015年に１億台へ
・位置情報サービスのみで米
では2005年に130億ﾄﾞﾙ市場
・デジタルコンテンツ関連市場
は2006年71兆円

・情報理解が遅れ、研究開発、
生産ともに優位性を保てない、
ひいては知的財産競争に負け
る

・右脳と左脳の使い分けは日
本人と欧米人では異なってお
り、BMIなど脳に関わる外国技
術の流用はできない

6

デバイド解消
（弱者、文化/慣習、
理解速度、操作性、
ＮＷ/機器）

・五感情報インターフェース
・ＰＵＩ，ＨＮＩ，ＨＳＩ
・ネットワークロボット技術
・インビジブルコンピューティン
グ
・要約自動作成・知的選択支
援
・日本文化に基づく翻訳・解釈
支援

・大画面効果や映像酔い等を解明
する心理・生理学的検討
・BMI＋認知科学

・ＢＣＩ（人間系の研究）
・検索、要約、速習技術

・デバイド解消のための社会学
的検討との融合が必要
・ソフトウェア技術との連携

・社会生活・産業活動の円滑
化/効率化
・生理的疲労の解消

・情報量は年30%の伸び、国内
ﾄﾗﾋｯｸ量は324Gbps（2004.11）

・高齢者、障害者などの就業な
しには労働力不足を補うのに、
海外労働者に依存せざるをえ
なくなり、日本でのもの作りが
不可能となる。

・右脳と左脳の使い分けは日
本人と欧米人では異なってお
り、BMIなど脳に関わる外国技
術の流用はできない

7
情報の巨大集積化と

その活用

・ＤＲＭ
・知財管理技術
・検索エンジン技術
・再利用技術
・効率化技術
・安心安全化技術

・情報収集技術
・情報抽出技術
・情報分析統合技術
・オントロジー技術

・情報収集技術 ・高速コンピューティング技術と
の結合が必要
・ソフトウェア技術との連携

・文化伝承支援
・産業優位化/活性化

・NHKでは４万番組+ニュース３
２万項目/年でアーカイブ化
・2005年の国内ITソリューショ
ン市場規模は、CRM市場4,176
億円、ERM市場8,011億円、
SCM市場2,702億円規模になる
とIDCではみている（2005年1
月～6月実績値をベースにした
予測値）。国内CRMソリュー
ション市場は2010年まで年間
平均成長率（CAGR：
Compound Annual Growth
Rate）4.3％で推移し、2010年
には5,164億円に達するものと
見込まれる。ERM市場はCAGR
3.0％で2010年には9,306億
円、SCM市場はCAGR 2.6％で
2010年には3,067億円に

・集積情報へのアクセスが不
便となり、その分活動が阻害さ
れる

・集積情報に対する日本文化
的アプローチができないため、
理解力が落ちる

8 安心・安全情報流通

・ＤＲＭ
・倫理レベル検出技術

・コンテクストアウェア技術 ・コンテクストアウェア技術 ・脳科学との連携必要 ・日本文化度の向上
・社会生活活性化

・違法コピー被害は３兆５千億
円
・国内セキュリティソフトウェア
市場の2004年市場規模は、対
前年比11.3％増の1,002億円と
なった。2005年から2009年ま
での5年間の平均伸び率は
10.1％と予測
・不正侵入検知・防御の次世
代製品に対する市場は、アプ
ライアンス市場だけでも2008年
迄の平均年成長率29.9%の伸
びを予測、同年には8億2540
万ドル（約875億円、1 US
$=106円換算）

・コンテンツビジネス不成立
・感動社会から遠ざかる

・文化固有性の喪失

9
安心・安全

地域コミュニティの
構築

・知的センサネット
・安心安全緊急情報ネット
・安心安全サイバーコミュニ
ティ技術
・個人認証技術

・救助ロボット技術
・センサーネットワーク技術

知的センサーネット技術 ・ソフトウェア技術との連携 ・地域社会での安心安全確保 ・災害は毎年２万件以上発生 ・老齢人口の海外移住
・外国人を日本に呼べない

・老齢人口が使いこなせないた
め全体として安心安全が失わ
れる

必要とする技術とその社会的貢献および根拠

平成１８年１月２４日　ヒューマン・インターフェース及びコンテンツＷＧ（座長　安田　浩）

1


